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1はじめに

学校現場においては，学校不適応問題は，非常に多様な様相を示し，原因も対応の仕方も混

沌とした中にあり，それぞれの教師の経験則から暗中模索のなかで対応がなされているのが現

状であろう。そのため，一部では学校，学級及び教師側の要因であるとして，これらの環境を

整えることだけで学校不適応に対応しようとしたり，フリースクールや適応指導教室，養護学

校への転校などによって，環境側である学校を変化させることによって，適応のマッチングを

させるという対策が行われ，本人の抱えている問題に直接アプローチしないという対応も広

がってきている。

しかし，精神病を伴わない，長期に及ぶ無気力・社会的引きこもり状態の研究に，初発症状

として不登校（登校拒否）の割合が高いと指摘される（稲村，斎藤，打木，池上倉本，山登，菊

池，米沢，1990）など，学校不適応が，その後の社会的不適応につながるサインであることが明

らかにされている。このことは，本人側の抱える問題をそのままにして，環境側の変化によっ

て対応し適応をはかっていくという姿勢が，本人側の問題から目をそらさせ，本人側の問題を

未解決のままにしてしまったために，その後の状況によって，再び社会的不適応という形で問

題が廟在化する可能性を示唆している。学校不適応における本人にかかわる問題への視点を明

らかにして，それを予防する対策を施すことが急務であると思われる。

2問題と目的

近年，不登校（登校拒否）児童・生徒数は，増加の一途をたどっている。文部省の学校基本調

査によると「学校嫌い」を理由に年間30日以上欠席した不登校（登校拒否）の生徒数は，生徒

数の減少にもかかわらず増え続け，平成9年度間の中学校における不登校（登校拒否）生徒数は

約85，000人，発生率は，1.89％と高い発生率になり深刻な状況である。中学校においては，発

生率で小学校の約7倍を超え，約53人に1人と高い割合になっており，大きな問題となってい

る。

さらには，小学校，中学校で不登校（登校拒否）は，青年期の出社拒否や引きこもりという現

象とも関わっていることが指摘され（稲村ら，1990），現在の学校現場における大きな課題とい
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える。   

各方面から対応の指針が出され（文部省，1992，1993など），対策が急がれているにも関わらず  

不登校（登校拒否）は増加の一途をたどり，教育現場は対応の具体的な手だてを持たぬまま，後  

手の指導に追われているのが現状である。   

森田（1991）は不登校の「グレイゾーン」といわれる不登校潜在群とみられる生徒が存在して  

いることを指摘した。つまり，学校に登校はしているが，欠席群と同じ学校回避感情を持ち，  

「遅刻・早退」したり，「がまんして登校する」といった状態の生徒が多数存在しているという  

のである。これらの潜在群は，「欠席群」つまり，不登校（登校拒否）へ転化する可能性を持っ  

ているといわれる。したがって，学校現場で，不登校（登校拒否）問題への予防的対応を考える  

とき，不登校（登校拒否）の問題に連続的につながっていると考えられるこの不登校潜在群，つ  

まり，学校への適応が良くなく学校に対してネガティプな感情を持っている生徒の問題までを  

視野に入れて考えていく必要があるといえる。   

そこで，本研究は，学校現場での具体的な学校不適応への対応の方策を求めていくために，  

公立中学校に登校する生徒を対象にアンケート調査を実施し，欠席行動と理由および，学校生  

活に関する自由記述から，中学生の学校不適応の状態像を明らかにすることを目的とした。  

3 方  法  

（1）調査対象：岩手県内の公立中学校5校の1学年から3学年までの35学級の生徒1．157  

人が調査対象であった（Tablel）。  

（2）調査時期：1998年7月下旬  

（3）手続：岩手県内，内陸都市部M市および周辺市町村，内陸僻地Ⅰ町，沿岸都市部0市，  

沿岸僻地丁村の4つのエリアの学校に対して調査の依頼をし，調査 への協力の承諾を得られた  

5校に調査を実施した。   

質問紙は，欠席行動の程度と欠席理由の選択肢および，学校生活に関する自由記述でおこ  

なった。   

調査の実施は学級担任に依頼した。本研究者が事前に質問紙を調査対象の学校の担当教諭に  

届け，内容や実施手順を説明した。その際，調査実施前に対象生徒に対して，本調査が学校の  

成績や本人の評価に一切関係がないこと，調査用紙を担任等，学校の先生が見ることはないこ  

とを説明することも依頼した。また，質問紙への回答は無記名とし，念のため生徒に個別に封  

筒を渡してその場で封をして提出するようにした。  

4 結果と考察  

次の抽出条件①，②にあてはまる31人分（男子14人女子17人）のデータを抽出し（抽出デー  

タA），欠席行動の程度と主な欠席理由および，学校生括に関する自由記述を示した（Table2）。   

①年間の欠席日数の質問項目で「14～30日ぐらい」または「30日以上」を選択   

②欠席理由で「学級の雰囲気がよくない」，「いじめられそうだから」，「学校での学習がイヤ  

で」を選択。または，自由記述に学校回避感情や学校生活についての不安の記述がある。   

さらに，抽出条件（Dにはあてはまらないが（欠席日数はおよそ14日未満），抽出条件の（診にあ   
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てはまる93人分（男子43人，女子50人）のデータを抽出し（抽出データB），欠席行動の程度と  

主な欠席理由および，学校生活に関する自由記述を示した（Table3－1，2，3）。   

抽出データAの31例は，年間の欠席日数についての質問に「14～30日ぐらい」または，「30  

日以上」と回答した生徒群であるので，教師から見ても不登校（登校拒否）傾向であると認知さ  

れている生徒であると考えられる。この抽出データAでは，かぜや腹痛を欠席理由にあげた例  

Tablelサンプルの属性  

調査実施地域  

Ⅰ県内の県庁所在都市及び周辺部，沿岸都市，沿岸北部僻地，内陸北部僻地  

調査対象中学校の所在地域と学校規模  

K中学校 県庁所在M市 学級数14   

M中学校 M市近郊丁村 学級数 7   

0中学校 沿岸部0市  学級数11   

T中学校 沿岸僻地丁村 学級数 6  

Ⅰ中学校 内陸僻地Ⅰ町 学級数 3  

調査対象学級数と人数  

35学級   

K中学校－1年生4学級，2年生5学級，   

M中学校－2年生2学級（69）   

0中学校－1年生3学級，2年生4学級，   

T中学校－1年生2学級，2年生2学級，  

Ⅰ中学校－1年生1学級，2年生1学級，  

有効回答数（有効回答率96．54％）   

K中学校－1年生4学級，2年生5学級，   

M中学校一2年生2学級（69）   

0中学校－1年生3学級，2年生4学級，   

T中学校一1年生2学級，2年生2学級，  

Ⅰ中学校一1年生1学級，2年生1学級，  

3年生4学級（471）  

3年生4学級（372）  

3年生2学級（191）  

3年生1学級（54）  

（合計1157）  

3年生4学級（453）  

3年生4学級（359）  

3年生2学級（182）  

3年生1学級（54）  

（合計1117）  

学年別  

1年生  336（K中学校－156，   

2学年  438（K中学校－170，   

3学年  343（K中学校一127，  

全学年合計1117（K中学校－453，  

性別  

男子  543  

女子  574  

合計 1117  

0中学校－107，T中学校一50，Ⅰ中学校23）  

M中学校－69，0中学校一118，T中学校－65，Ⅰ中学校－16）  

0中学校－134，T中学校－67，Ⅰ中学校－15）  

M中学校－69，0中学校一359，T中学校－182，Ⅰ中学校一54）   



Table2 抽出データAの学年，性別，欠席日数，主な欠席理由および自由記述  
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帥
・
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考
 
知
 
謀
 
 
 

○：選択（記述あり） ／：選択なし  



Table3－1抽出データBの学年，性別，欠席日数，主な欠席理由および自由記述  

せ
傭
脾
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爛
苅
剖
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訊
石
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耳
か
斉
藤
帝
㊦
啓
蟄
 
 
 

○二選択（記述あり） ／：選択なし  



Table3－2 抽出データBの学年，性別，欠席日数，主な欠席理由および自由記述  

唖
 
画
 
料
 
普
・
苫
 
羽
 
軸
 
糾
・
茸
 
茸
 
対
 
韓
 
 
 

○：選択（記述あり） ／：選択なし  



Table3T3 抽出データBの学年，性別，欠席日数，主な欠席理由および自由記述  

せ
亜
帰
㊦
哺
苅
剖
隷
訊
石
村
耳
か
芳
醇
顛
8
啓
蟄
 
 
 

○：選択（記述あり） ／：選択なし  
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が31例中20例あり，その全ての例で，身体症状による欠席理由だけでなく，学校生活に対す  

るネガティプな回答を選択したり，記述をしていた。このことから，身体症状を理由に休みが  

ちな生徒のなかに，学校生活での悩みを抱えている生徒が多数存在することが示唆された。   

次に，抽出データAの31例中12例に「学級の雰囲気がよくない」や「いじめられそうだか  

ら」と回答したり，その他の欠席理由や自由記述に学級の集団や対人関係に関する記述があっ  

た。その12例中6例が，主な欠席理由に「いじめられそうだから」と回答したり，具体的な学  

級の集団との関わりや，友人関係の悩みを記述していた。不登校（登校拒否）の契機の第1に  

「友人関係をめぐる問題」（文部省，1992）が指摘されているが，本研究でもそれを支持する結果  

が得られたと考えられる。   

また，抽出データAの31例中10例が，「学校での学習がイヤで」という欠席理由を選択し  

ている。学校での学習や成績も学校不適応の要因として存在していることを示唆している。   

さらに，自由記述の中で，5例が教師との関係についての記述をしており，学校不適応にいた  

る要因の一つとして，教師との関係があることが推測される。   

抽出データBの93例は，年間の欠席日数に関する質問に，「3日未満」，「3～7日ぐらい」，「7  

～14日ぐらい」と回答した生徒群である。したがって，学校不適応状態であるが，欠席をあま  

りせずに登校を続けている生徒群である。学校回避感情を持っていても，登校を続けている生  

徒群の存在を指摘した，不登校潜在群としての「グレイゾーン」（森乱1991）に該当する生徒  

であると考えられる。   

この抽出データBでは，かぜや腹痛を欠席理由にあげた例が93例申78例あり，その全ての  

例で，抽出データAと同様に身体症状による欠席理由だけでなく，学校生括に対するネガティ  

プな回答選択したり，記述をしていた。目立った欠席行動をともなわない学校不適応生徒群に  

おいても，身体症状を訴える生徒のなかに，学校生活での悩みを抱えている生徒が多数存在す  

ることが示唆された。   

また，抽出データBの93例中41例に「学級の雰囲気がよくない」や「いじめられそうだか  

ら」と回答したり，その他の欠席理由や自由記述に学級の集団や対人関係に関する記述があっ  

た。その41例中26例が，欠席理由に「いじめられそうだから」と回答したり，具体的な学級  

の集団との関わりや，友人関係の悩みを記述していた。これは，抽出データAの欠席行動をと  

もなう学校不適応生徒群と同様の傾向であり，欠席行動が増加する，または，不登校（登校拒  

否）の契機となり不登校（登校拒否）に転化する可能性が考えられる。   

また，抽出データBの93例中64例が，「学校での学習がイヤで」という欠席理由を選択して  

いる。目立った欠席行動をともなわない学校不適応生徒群においても，学校不適応の要因とし  

て，学校での学習や成績の問題が存在していることを示唆している。   

抽出データAの欠席行動をともなう学校不適応生徒群においても，抽出データBの目立っ  

た欠席行動をともなわない学校不適応生徒群においても，かぜや腹痛などの身体症状を訴える  

生徒の申に，学校生括の中での悩みを抱えている生徒が多数存在することが示唆されている。  

学校不適応生徒への支援，援助の在り方を考えたときに，キのレベルの生徒は，現状では学校  

の教師からは，単なる体調不良の生徒として，見過ごされ嘉ミちの生徒であると考えられる。欠  

席行動をともなう生徒群においては，身体症状以外の要因に対しても援助がなされている場合  

もあると考えられるが，目立った欠席行動のともなわない学校不適応生徒群においても，配慮  

の必要性が考えられる。日常的な観察やふれあいに加えて，生活実態に関わる網羅的な個別面   
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接の機会をもうけたり，学校生活へのモラールや満足度を測る尺度を用いて，定期的にアセス  

メントを行う必要があると考えられる。   

また，学校での集団との関わりや友人関係などの問題をあげた生徒が，抽出データA，Bと  

もに約40％程度見られた。このことから，対人関係形成能力やソーシャル・スキルの問題が存  

在していることが示唆される。現在，これらの問題は，生徒の学校への適応や不登校（登校拒  

否）との関わりが指摘されており（河村，1999 戸ヶ崎，秋山，島田，坂野，1995），学校現場にお  

ける不適応生徒への支援や学校不適応の予防的介入を考える上で，大きな鍵を握っていると考  

えられる。したがって，学校で行われる教育活動の中で，集団内の生徒相互のリレーションを  

高めたり，ソーシャル・スキルを向上させたりする介入がこの間題の解決や予防に効果をもつ  

と考えられる。具体的に学校での教育的介入としては，行事や特別活動の中で，生徒相互のリ  

レーションやソーシャル・スキルの向上を指導の視点に入れた活動を取り入れたり，ソーシャ  

ル・スキル・トレーニングや構成的グループ・エンカウンターなどの要素をいかした集団への  

介入が考えられる。   

対人関係形成能力やソーシャル・スキルという本人の問題の視点をもって介入していくこと  

は，学校不適応をくり返したり，その後の社会的不適応に転化させないためにも現在の学校現  

場で必要とされている対応策であろう。集団体験の不足が指摘される現在，学校での集団内で  

生徒同士の相互作用を有効に活用した介入が求められていると思われる。  
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